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株主各位
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  (証券ｺｰﾄﾞ：1782)

  平成22年６月11日

株 主 各 位  

 福島県いわき市常磐湯本町辰ノ口１番地

 

 代表取締役社長 佐 川 藤 介

第66回定時株主総会招集ご通知

拝啓　ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。
　さて、当社第66回定時株主総会を下記により開催いたしますので、
ご出席くださいますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、後記の「議決権の代理行使の勧誘に関する
参考書類」をご検討いただき、同封の委任状用紙に議案に対する賛否をご表示、
ご押印のうえご返送くださいますようお願い申し上げます。


敬　具
記

１．日 時 平成22年６月29日（火曜日）午前10時
２．場 所 福島県いわき市内郷綴町榎下70番地

　クレールコート（旧 内郷館）
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項  
　報 告 事 項 １．第66期（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）事

業報告、連結計算書類ならびに会計監査人及び監査役会の
連結計算書類監査結果報告の件

　  ２．第66期（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）計
算書類報告の件

　決 議 事 項  
　第１号議案 利益準備金の額の減少の件
　第２号議案 剰余金の配当の件
　第３号議案 定款一部変更の件
　第４号議案 取締役７名選任の件　
　第５号議案 補欠監査役１名選任の件

　 　 　
各議案の概要は、後記の「議決権の代理行使の勧誘に関する参考書類」

に記載のとおりであります。

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の委任状用紙を会場受付にご提出くださいますようお願
い申し上げます。

◎当日は本株主総会終了後、同会場において株主懇談会を開催いたしますので、引き続きご参加
下さいますようお願い申し上げます。

◎事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブ
サイト(アドレス　http://www.jobankaihatsu.co.jp)に掲載させていただきます。



2010/05/27 23:14:00 ／ 09632517_常磐開発株式会社_招集通知

当事業年度の事業の状況

－ 2 －

（提供書面）
　

事　 業　 報　 告

（平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで）

　
１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、金融危機に端を発した世界同時

不況により、景気の後退局面が続き、依然として回復には至らず、急激な

円高やデフレなどの影響で、設備投資や雇用環境も低い水準で推移するな

ど厳しい状況が続きました。

当社グループと関係が深い建設業界におきましては、更なる公共建設投

資予算の削減に加え、民間設備投資も回復には至らず、冷え込んだ市場環

境のもと、厳しい受注環境で推移いたしました。

このような環境下で当社グループは、その中核会社である常磐開発㈱が、

第７次中期経営計画(平成21年度から23年度)の４つのねらい

　　１．グループ間シナジーを発揮し、経営基盤を構築する。

　　２．営業機能を強化する。

　　３．経営資源の環境事業への集中・重点配分を行う。

　　４．競争力をアップする。　

　をもって、中期計画の初年度を個別目標達成のために努力して参りました。

しかし、体質面での一定の前進はあったものの、急激な環境変化への対

応が不充分で、なかでも、２.の営業機能を強化する項目において、様々な

応急対策や取り組みを充分な成果に結びつけることが出来ず、民間建築事

業と環境事業の受注及び売上目標が未達成となりました。

利益面では目標を達成すべく、受注工事物件の原価管理徹底による工事

利益の改善や役員報酬と従業員賞与の減額、加えて、時間外労働管理の厳

格化等による固定人件費の圧縮や様々な経費削減に取り組み、一定額の利

益を確保することが出来ました。　

この結果、当連結会計年度の受注高につきましては、前連結会計年度比

4.2％減の119億20百万円（うち単体受注高は前期比1.2％増の77億17百万

円）となりました。その内訳は、建設事業80.4％、環境事業10.7％、不動

産事業1.3％、その他事業7.6％で、そのうち建設事業の工事別内訳は、建

築72.1％、土木27.9％であります。
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受注の主なものは、常磐興産㈱：スパリゾートハワイアンズホテル新築

工事、スパリゾートハワイアンズ駐車場造成および整備工事、東京都：豊

洲地区公園２号整備工事等であります。

また、売上高につきましては、前連結会計年度比15.9％減の120億58百万

円（うち単体売上高は前期比15.3％減の77億36百万円）となりました。そ

の内訳は、建設事業80.6％、環境事業10.6％、不動産事業1.3％、その他事

業7.5％で、そのうち建設事業の工事別内訳は、建築65.4％、土木34.6％で

あります。

  売上の主なものは、いわき市：いわき駅前広場整備工事（ペデストリア

ンデッキ・地平部その1）、国土交通省：六枚内高架橋下部工工事、独立行

政法人都市再生機構：仙台市あすと長町地区八本松公園整備工事、紀州綜

合食品㈱：排水処理施設設置工事等であります。

翌連結会計年度への繰越高は、前連結会計年度比4.0％減の33億56百万円

（うち単体繰越高は前期比0.6％減の30億27百万円）となりました。

利益につきましては、経常利益は、前連結会計年度比10.2％減の62百万

円（うち単体経常利益は41百万円）、当期純利益は、前連結会計年度比

62.5％減の22百万円（うち単体当期純利益は14百万円）となりました。

　

企業集団の受注高･売上高･繰越高
　 (単位：百万円)

区 分 前期繰越高 当期受注高 当期売上高 次期繰越高

建設事業
建 築 1,927 6,913 6,355 2,485

土 木 1,386 2,671 3,365 692

環 境 事 業 180 1,274 1,277 177

不 動 産 事 業 － 156 156 －

そ の 他 事 業 － 904 904 －

合 計 3,494 11,920 12,058 3,356

　
②　設備投資の状況

当連結会計年度に実施いたしました設備投資総額は35百万円であり、そ
の主なものは、測定自動分析装置の購入等であります。

　
③　資金調達の状況

資金の調達につきましては、特記すべき事項はありません。
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(2) 企業集団の直前３事業年度の財産及び損益の状況

区　　分
第63期

(平成19年3月期)
第64期

(平成20年3月期)
第65期

(平成21年3月期)

第66期
(当連結会計年度)
(平成22年3月期)

受 注 高 (百万円） 14,017 15,494 12,443 11,920

売 上 高 (百万円） 14,628 14,457 14,335 12,058

経 常 利 益 (百万円） 261 90 69 62

当 期 純 利 益 (百万円) 246 △261 59 22

１株当たり当期純利益 (円) 31.46 △33.33 7.54 2.82

総 資 産 (百万円） 12,987 11,043 11,035 10,675

純 資 産 (百万円） 2,578 2,186 2,119 2,012

　

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社との関係

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金
当 社 の
議決権比率

主 要 な 事 業 内 容

株式会社リアルタイム 10百万円 100％ 警 備 保 障 事 業

株式会社ジェイ・ケイ・ハウス 20百万円 100％ 住 宅 関 連 事 業

地質基礎工業株式会社 33百万円 100％ 地 質 調 査 関 連 事 業

常 興 電 機 株 式 会 社 22百万円 100％ 電気設備工事関連事業

株式会社茨城ｻｰﾋﾞｽｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 20百万円 100％ 土木･建築･電気通信工事関連事業

株式会社常磐ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 20百万円 99.75％ 機械器具設置･運搬設備工事関連事業

 （注）地質基礎工業株式会社には子会社として株式会社テクノ・クレストがあり、

資本金10百万円、橋梁・道路構造物等の設計を主な事業としております。
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(4) 対処すべき課題

今後のわが国経済は、世界的な景気の後退局面から抜け出しつつあるもの

の、不況の長期化による影響が残り、設備投資の減少、雇用情勢の悪化、個

人消費の低迷など引き続き厳しい状況が続くものと予測されます。

当社グループを取り巻く経営環境につきましては、長期にわたる公共建設

投資の縮小と競争激化の中で、民間建設投資も落ち込み、大幅な改善は期待

できず、引き続き厳しい受注環境が当面続くものと予測されます。

　このような状況の中で、当社グループの中核会社である常磐開発㈱は、第

７次中期経営計画を１年で見直すこととし、今後２年間で、見直した事業計

画と経営目標を達成すべく、全力で取り組んで参ります。

　その見直しの内容について、この平成22年度は、期中に迎える創立50周年

の記念すべき年であり、まさに生き残りをかけた正念場の年、『常磐開発再

生』の年と位置づけ、全員の叡智と総合力で、閉塞した現状を打破し、この

難局を乗り切るという考え方のもと、中期的な重点項目に修正を加え、

　１．常磐開発再生に向け、あらゆる営業機能を強化する。

　２．総合環境事業確立のため、経営資源を集中･重点配分する。

　３．内部体制･体質の改善成果を“かたち”にするため、安全･コスト・技

術･人材などの競争力を高める。

ことに全力で取り組み、その実現のために、平成22年４月１日から事業部制

へ移行し、経営組織上の各本部に受注から施工、そして、利益までの一貫し

た責任と権限を付与することによって、迅速で、適切な判断と顧客要望への

きめ細かな対応が図れるようにいたしました。

  また、平成22年度経営方針として、

　１．本部ごとに生き残りをかけ、事業戦略（営業、品質、コスト、安全、

人材他）を策定し、一体となって目標を必達する。

　２．ノンコア事業の早期立ち上げと指定管理者制度への参入拡大を図る。

　３．全社的な業務の効率化及び経費削減を推進し、間接コストを低減させ

る。

　４．社員の質的向上をねらいとした人材育成教育の充実を図る。

を掲げ、常磐開発㈱は、当社グループの中核会社としてグループ全体を牽引

して参ります。そして、常に顧客から選択してもらえる企業グループを目指

し、地球環境にも配慮しながら、業をもって社会（顧客）に貢献し、投資い

ただいている株主の皆様の付託に応えていく所存であります。

　株主の皆様におかれましては、当社グループの取り組みの趣旨をご理解の

うえ、今後ともなお一層のご支援ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。
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(5) 主要な事業内容（平成22年３月31日現在）

主に当社グループは、建設・環境事業とともにその融合事業の拡大を目指

して事業展開しております。

事業セグメント 事　業　の　内　容

建 設 事 業

土木：土地造成、道路、道路施設、上・下水道、

トンネル、橋梁、河川整備、農地整備、

法面保護、造園、植栽等

建築：娯楽・宿泊施設、教育・文化施設、医療・

福祉施設、工場、店舗、事務所、住宅等

上記土木・建築工事の設計、施工及び請負

 

電気通信設備等工事の設計、施工及び請負

 

機械器具設置・運搬設備工事等の設計、施工及

び請負

 

地質調査・測量・設計業務の請負

(建設・環境融合事業)

　

アスベストの調査及び

除去工事の設計、施工

及び請負

 

土壌の汚染調査及び改

良工事等の設計、施工

及び請負

　

浄排水処理施設の設計、

施工、請負及び維持管

理

　

焼却炉解体工事の設計、

施工及び請負並びにそ

れに伴うダイオキシン

類の測定分析

環 境 事 業

環境関連測定分析、環境影響調査、作業環境測

定、燃料分析、水質分析・検査、食品衛生検査、

ビル管理、電気・空調・給排水・衛生設備維持

管理、産業廃棄物中間処理

不 動 産 事 業 不動産の販売、仲介及び賃貸

そ の 他 事 業 警備保障全般
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(6) 主要な営業所及び事業所（平成22年３月31日現在）

当　　　　社

本　社 福島県いわき市常磐湯本町辰ノ口１番地

支　店
北関東（茨城県つくば市）

東京（東京都中央区）

営業所
茨城（茨城県北茨城市）

郡山（福島県郡山市）

事業所
超微量化学物質分析センター（福島県いわき市）

資源科学センター（福島県いわき市）

株式会社リアルタイム
(子会社)

本　社 福島県いわき市平字堂ノ前18番地

株式会社ジェイ･ケイ･ハウス
(子会社)

本　社 福島県いわき市常磐上湯長谷町梅ヶ平88番地の10

地質基礎工業株式会社
(子会社）

本　社 福島県いわき市内郷御厩町３丁目163番地の１

支　店

郡山（福島県郡山市）

水戸（茨城県水戸市）

山形（山形県山形市）

常 興 電 機 株 式 会 社
(子会社)

本　社 福島県いわき市常磐湯本町宝海127番地の１

株式会社茨城ｻｰﾋﾞｽｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ
(子会社)

本　社 茨城県北茨城市中郷町日棚783番地の16

株式会社常磐ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ
 (子会社)

本　社 福島県いわき市内郷白水町浜井場１番地

株式会社テクノ・クレスト
 (孫会社)

本　社 福島県いわき市内郷御厩町３丁目163番地の５

 （注）当社北関東支店は、平成22年４月１日付で廃止しました。
 

(7) 使用人の状況（平成22年３月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

403（172）名 7名減（14名増）

（注）使用人数は就業員数であり、臨時員は（　）内に年間の平均人員を外数で
記載しております。

　

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

209（65）名 6名減（3名増） 45.6歳 20.9年

（注）使用人数は就業員数であり、臨時員は（　）内に年間の平均人員を外数で
記載しております。
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(8) 主要な借入先の状況（平成22年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 常 陽 銀 行 1,279百万円

株 式 会 社 東 邦 銀 行 1,061百万円

株 式 会 社 秋 田 銀 行 500百万円

株 式 会 社 七 十 七 銀 行 495百万円

株 式 会 社 福 島 銀 行 308百万円

株 式 会 社 大 東 銀 行 300百万円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 239百万円

　
(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
　

２．会社の現況
(1) 株式の状況（平成22年３月31日現在）
①　発行可能株式総数 29,000,000株 
②　発行済株式の総数 7,850,000株（自己株式1,110株含む）
③　株主数 863名　
④　大株主（上位10名）　     　

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

常 磐 興 産 株 式 会 社 1,000千株 12.74％

常 磐 開 発 従 業 員 持 株 会 558千株 7.11％

株 式 会 社 常 陽 銀 行 390千株 4.97％

株 式 会 社 東 邦 銀 行 390千株 4.97％

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 390千株 4.97％

常 磐 共 同 ガ ス 株 式 会 社 300千株 3.82％

株 式 会 社 秋 田 銀 行 250千株 3.19％

　　　榮　 234千株 2.98％

佐　藤　友　一 203千株 2.59％

株 式 会 社 大 東 銀 行 150千株 1.91％

（注）持株比率は自己株式(1,110株)を控除して計算しております。
　
(2) 新株予約権等の状況
①　当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の

状況（平成22年３月31日現在）
  該当事項はありません。
　

②　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約
権の状況

  該当事項はありません。
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(3) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（平成22年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 会 長 住 吉 勝 馬 　

代 表 取 締 役 社 長 佐 川 藤 介 　

常 務 取 締 役 市 川 久 次 環境本部長

常 務 取 締 役 榊 原 清 隆
管理本部長兼㈱ｼﾞｪｲ・ｹｲ・ﾊｳｽ管掌
㈱ｼﾞｪｲ・ｹｲ・ﾊｳｽ代表取締役社長　

取 締 役 大 原 弘 彰 土木緑地本部長

取 締 役 薄 井 岩 夫 建築本部長

取 締 役 高 木 純 一 営業本部長

取 締 役 神 好 雄 治 ㈱リアルタイム代表取締役社長 

監 査 役 鈴 木 英 雄 常勤

監 査 役 鈴 木 和 好 常磐興産㈱常勤監査役

監 査 役 遠 藤 和 吉 ㈱常磐製作所代表取締役社長

監 査 役 豊 田 和 夫 常磐興産㈱常務取締役社長室長

（注）１．平成22年４月１日付で、取締役の担当に次の変更がありました。

新 役 職 氏   名 旧 役 職

常 務 取 締 役 市 川 久 次  常務取締役環境本部長

常務取締役管理本部長 榊 原 清 隆
 常務取締役管理本部長兼
㈱ｼﾞｪｲ・ｹｲ・ﾊｳｽ管掌

２．監査役鈴木和好氏及び豊田和夫氏は、社外監査役であります。

３．監査役鈴木英雄、鈴木和好氏は、以下のとおり財務及び会計に関する相当程度の知見

を有しております。

　常勤監査役鈴木英雄は、当社の経理部門に長年にわたって在籍し、責任者として決

算手続きならびに財務諸表等の作成に従事しておりました。

　監査役鈴木和好氏は、常磐興産株式会社の内部監査部門や同グループ数社の会計監

査に従事しておりました。

４．当社は、監査役鈴木和好氏を大阪証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、

同取引所に届け出ております。
　
②　取締役及び監査役の報酬等の総額　

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
（ う  ち  社  外  取  締  役 ）

9名
(0)

60,820千円
(0)

監 査 役
（ う  ち  社  外  監  査  役 ）

6名
(4)

9,645千円
(1,440)

合 計 15名 70,465千円
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（注）１．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．当事業年度末現在の取締役は８名、監査役は４名（うち社外監査役は２名）でありま

す。上記の取締役及び監査役の支給人員と相違しておりますのは、平成21年６月26日

開催の第65回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役１名及び監査役２名が含

まれているためであります。

３．上記のほか、平成21年６月26日開催の第65回定時株主総会決議に基づき、同総会終結

の時をもって退任した役員に対し役員退職慰労金を以下のとおり支給しております。

　　・退任取締役１名　　　2,066千円

　　・退任社外監査役２名　　558千円

４．平成21年６月26日開催の第65回定時株主総会において、役員退職慰労金の打切り支給

を決議しております。当事業年度末現在における今後の打切り支給予定額は、以下の

とおりであります。なお、支給時期は各役員の退任時としております。

　　・取締役８名　　　  101,696千円　

　　・監査役２名　　　　  2,340千円（うち社外監査役１名　54千円）　
　
③　社外役員に関する事項

(ⅰ)他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他

の法人等との関係

・監査役豊田和夫氏は、常磐興産株式会社の常務取締役社長室長を兼任

しております。なお、当社と同社との間には建設工事及び測定分析業

務の受発注等の取引関係があります。

(ⅱ)他の会社の社外役員の兼任状況

・該当事項はありません。

(ⅲ)当事業年度における主な活動状況

・取締役会及び監査役会への出席状況

区 分
取締役会（12回開催） 監査役会（12回開催）

出 席 回 数 出 席 率 出 席 回 数 出 席 率

監 査 役 鈴 木 和 好 9回 75.0％ 12回 100.0％

監 査 役 豊 田 和 夫 6回 66.7％ 9回 90.0％

・取締役会及び監査役会における発言状況

監査役鈴木和好氏は、主に社外監査役としての公正的見地から、取締

役会及び監査役会において、意思決定の妥当性・適正性を確保するため

の発言を行っております。

監査役豊田和夫氏は、平成21年６月26日就任以降に開催された取締役

会９回のうち６回に出席し、監査役会10回のうち９回に出席いたしまし

た。主に社外監査役としての公正的見地から、取締役会及び監査役会に

おいて、意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っており

ます。
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(4) 会計監査人の状況

①　名　　　称 新日本有限責任監査法人

　　

　　②　報酬等の額

 支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 21百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財
産上の利益の合計額

21百万円

(注) 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基

づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当

事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

　　

③　会計監査人の解任または不再任の決定の方針

  当社は、会社法第340条に定める監査役会による会計監査人の解任のほか、

原則として、会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と認められる

場合、その他会社が必要と判断した場合、監査役会の同意または請求によ

り、会計監査人の解任または不再任に関する議題を株主総会に提案いたし

ます。

　

(5) 業務の適正を確保するための体制

　当社は、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制その他会社の業務の適正を確保するための体制構築についての基本

方針を、以下のとおり定めております。

①　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制

　当社の経営理念は、「総親和、総努力により1.顧客主義 2.品質主義 3.

人間主義を基本として社業の発展を図り社会に貢献する。」であります。

  顧客主義とは、顧客を中心に置き、日々真面目に、誠意をもって「顧客

の生涯利益」を追求し、努力することであります。

  品質主義とは、顧客に最大の生涯利益をもたらすものは品質だと考えて

いるからであります。そのため、最大限に品質を重視し、顧客のニーズを

正しく把握し、ＰＤＣＡを廻しながら絶え間なき品質追求が必要と考えて

おります。
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  人間主義とは、人間の尊厳に深い敬意を払うという姿勢であります。顧

客主義、品質主義の根底にあるものであり、株主の皆様や従業員を含めて、

広く社会で生活する人々からの信頼、支持を得られなければ企業は成り立

たない、との考えによるものであります。

  当社は、以上の経営理念のもと、取締役、従業員を含めた行動規範とし

て、またグループ会社の取締役、従業員も含めた行動規範として、企業グ

ループ倫理行動憲章を定め、遵守を図ります。

  取締役会については取締役会規程が定められており、その適切な運営が

確保されており月1回これを開催することを原則とし、その他必要に応じ随

時開催して取締役間の意思疎通を図るとともに相互に業務執行を監督し、

法令定款違反行為の未然防止を図ります。また、当社は監査役設置会社で

あり、取締役の職務執行については監査役会の定める監査の方針及び分担

に従い、各監査役の監査対象になっております。

  取締役が他の取締役の法令違反行為を発見した場合は直ちに監査役及び

取締役会に報告し、その是正を図ることになっております。

  なお、本基本方針⑤及び⑥記載の各種制度は取締役の行為にも向けられ

ており、その整備・確立も取締役の法令違反行為の抑制・防止に寄与する

ものであります。

　

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の職務執行に係る情報については、文書規程に基づきその保存媒

体に応じて適切かつ確実に検索性の高い状態で保存・管理することとし、

必要に応じて10年間は閲覧可能な状態を維持することとします。

　

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社は、リスク管理体制の基礎として、リスク管理規程を定め、リスク

分野毎のリスクについての管理責任者を決定し、同規程に従ったリスク管

理体制を構築します。

  リスクの顕在化が重大な影響を及ぼす場合には、リスク管理規程に従い、

社長を本部長とする対策本部を設置し、迅速な対応を行い、損害の拡大を

防止し、これを最小限に止める体制を整えます。

　

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(ⅰ)　取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制の基

礎として、取締役会を月1回を原則に、必要に応じて適宜臨時に開催して

おります。また、会社の重要案件を迅速・十分に審議するため、常勤取

締役によって構成される経営会議を月2回開催し、機動的に業務執行がで

きる体制を整えております。
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(ⅱ)　取締役会の決定に基づく業務執行については、組織規程、業務分掌規

程、職務権限規程において、それぞれの責任者及びその職務、執行手続

きの詳細について定めております。

　

⑤　使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制

(ⅰ)　コンプライアンス体制の基礎として、企業グループ倫理行動憲章及び

コンプライアンス基本規程を定めます。

　社長を委員長とする内部統制委員会を設置し、内部統制システムの構

築・維持・向上を推進するとともに、コンプライアンスの統括部署とし

て、総務部がコンプライアンス体制の整備及び維持を図ることとし、遵

法の前提となる反社会的勢力との関係を遮断・排除するための体制につ

いては、特に整備し、維持を図り、必要に応じて各担当部署にて、規則・

ガイドラインの策定、研修の実施を行うものとします。

　(ⅱ)　内部監査部門として内部監査室を置き、内部監査規程により実効性の

ある内部監査を実施するものとします。

　(ⅲ)　取締役は当社における重大な法令違反その他コンプライアンスに関す

る重要な事実を発見した場合には直ちに監査役に報告するものとし、遅

滞なく経営会議において報告するものとします。

　(ⅳ)　法令違反その他のコンプライアンスに関する事実についての社内通報

体制として、内部監査室または当社労働組合を直接の情報受領者とする

内部通報システムを整備し、内部通報規程に基づきその運用を行うこと

とします。

　(ⅴ)　監査役は当社の法令遵守体制及び内部通報システムの運用に問題があ

ると認めるときは、意見を述べるとともに、改善策の策定を求めること

ができるものとします。

　

⑥　当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための

体制

(ⅰ)　グループ会社における業務の適正を確保するため、グループ企業全て

に適用する行動指針として、企業グループ倫理行動憲章を定め、これを

基礎として、グループ各社で諸規程を定めるものとします。

　経営管理については、関係会社管理規程に従い、当社への決裁・報告

制度による子会社経営の管理を行うものとし、必要に応じてモニタリン

グを行うものとします。

　取締役は、グループ会社において、法令違反その他コンプライアンス

に関する重要な事項を発見した場合には、監査役に報告するものとしま

す。

(ⅱ)　財務報告の信頼性を確保し、社会的な信用の維持・向上に資するため

に必要な内部統制の体制を整備、運用します。
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(ⅲ)　子会社が当社からの経営管理、経営指導内容が法令に違反し、その他、

コンプライアンス上問題があると認めた場合には、当社監査役に報告す

るものとします。

　監査役は意見を述べるとともに、改善策の策定を求めることができる

ものとします。

　

⑦　監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の取締役か

らの独立性に関する事項

(ⅰ)　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合には、

監査役の職務を補助すべき使用人として、当社の使用人から監査役補助

者を任命することとします。

　監査役補助者の評価は監査役が行い、監査役補助者の任命、解任、人

事異動、賃金等の改定については監査役会の同意を得た上で取締役会が

決定することとし、取締役からの独立性を確保するものとします。

(ⅱ)　監査役補助者は業務の執行に係る役職を兼務しないこととします。

　

⑧　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他監査役への報告

に関する体制及び監査役監査が実効的に行われることを確保するための

体制

(ⅰ)　取締役及び使用人は、監査役監査に資するため、取締役会をはじめと

して、経営会議、グループ経営会議他、重要な会議に出席を依頼してお

ります。

　また、取締役及び使用人は、当社の業務または業績に影響を与える重

要な事項、法令違反その他のコンプライアンス上の問題について監査役

に都度報告するものとしています。

(ⅱ)　前記にかかわらず、監査役はいつでも必要に応じて、取締役及び使用

人に対して報告を求めることができることとします。

(ⅲ)　監査役と代表取締役は適宜会合を持ち、監査役は代表取締役に対し、

助言・勧告を行うこととします。

　

(6) 会社の支配に関する基本方針

　現時点においては、当社の企業価値を毀損するような買収者が出現した場

合の対抗策について、開示を必要とするような方針決定をしておりませんが、

今後、防衛策等を定める場合には改めてご案内いたします。

　


(注) 本事業報告の数値は単位未満を切り捨て、比率は四捨五入で表示しておりま

す。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成22年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　産　の　部）  （負　債　の　部）  

流 動 資 産

現 金 預 金

受取手形・完成工事未収入金等

販 売 用 不 動 産

未 成 工 事 支 出 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 ・ 構 築 物

機械・運搬具・工具器具・備品

土 地

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産

の れ ん

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

リ ー ス 債 権

そ の 他

貸 倒 引 当 金

6,680,811

962,868

4,345,454

944,030

122,728

93,987

226,453

△14,710

3,994,960

2,408,366

1,222,972

688,986

1,687,558

15,600

△1,206,751

47,350

22,505

24,845

1,539,243

1,218,114

173,343

180,889

△33,104

流 動 負 債 7,930,705

支払手形・工事未払金等 3,170,661

短 期 借 入 金 3,644,320

一年以内返済予定の長期借入金 503,280

未 払 法 人 税 等 25,858

未 成 工 事 受 入 金 72,820

賞 与 引 当 金 200,918

完成工事補償引当金 8,803

そ の 他 304,044

固 定 負 債 732,266

長 期 未 払 金 157,654

長 期 借 入 金 256,833

繰 延 税 金 負 債 1,039

土地再評価に係る繰延税金負債 153,066

退 職 給 付 引 当 金 112,471

そ の 他 51,200

負 債 合 計 8,662,971

（純 資 産 の 部）  

株 主 資 本 2,325,728

資 本 金 583,300

資 本 剰 余 金 731,204

利 益 剰 余 金 1,011,392

自 己 株 式 △168

評価・換算差額等 △313,043

その他有価証券評価差額金 △73,740

土地再評価差額金 △239,303

少 数 株 主 持 分 115

純 資 産 合 計 2,012,800

資 産 合 計 10,675,772 負債及び純資産合計 10,675,772

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで）

 （単位：千円）

科 目 金 額
売 上 高   

完 成 工 事 高 9,720,797  
環 境 事 業 売 上 高 1,277,731  
そ の 他 の 売 上 高 1,060,370 12,058,898

売 上 原 価   
完 成 工 事 原 価 8,700,908  
環 境 事 業 売 上 原 価 1,044,633  
そ の 他 の 売 上 原 価 1,000,203 10,745,745

売 上 総 利 益   
完 成 工 事 総 利 益 1,019,888  
環 境 事 業 売 上 総 利 益 233,097  
そ の 他 の 売 上 総 利 益 60,167 1,313,153

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  1,215,415
営 業 利 益  97,738

営 業 外 収 益   
受 取 利 息 897  
受 取 配 当 金 20,295  
受 取 賃 貸 料 7,970  
負 の の れ ん 償 却 額 2,499  
そ の 他 20,547 52,209

営 業 外 費 用   
支 払 利 息 80,777  
そ の 他 6,909 87,686
経 常 利 益  62,260

特 別 利 益   
投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,278  
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 1,775  
受 取 補 償 金 2,228  
そ の 他 2,658 7,940

特 別 損 失   
固 定 資 産 売 却 損 87  
固 定 資 産 除 却 損 580  
投 資 有 価 証 券 評 価 損 6,600  
減 損 損 失 2,660       9,928

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  60,273
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  25,313
法 人 税 等 調 整 額  12,784
少 数 株 主 利 益  3
当 期 純 利 益  22,171

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで）

　　（単位：千円）

 

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式
株 主 資 本
合 計

前 期 末 残 高 583,300 731,204 1,028,320 △168 2,342,656

当 期 変 動 額      

剰余金の配当   △39,244     △39,244

当 期 純 利 益   22,171     22,171

土地再評価差額金
取 崩 額

  145     145

株 主 資 本 以 外 の
項目の当期中の変動額
( 純 額 )

              

当期変動額合計 － － △16,927 － △16,927

当 期 末 残 高 583,300 731,204 1,011,392 △168 2,325,728

 

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

前 期 末 残 高 15,693 △239,157 △223,464 125 2,119,317

当 期 変 動 額      

剰余金の配当           △39,244

当 期 純 利 益           22,171

土地再評価差額金
取 崩 額

 △145 △145     －

株 主 資 本 以 外 の
項目の当期中の変動額
( 純 額 )

△89,434 － △89,434 △9 △89,444

当期変動額合計 △89,434 △145 △89,579 △9 △106,516

当 期 末 残 高 △73,740 △239,303 △313,043 115 2,012,800

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況

連結子会社の数 ６社

連結子会社の名称 株式会社リアルタイム

株式会社ジェイ・ケイ・ハウス

地質基礎工業株式会社

常興電機株式会社

株式会社茨城サービスエンジニアリング

株式会社常磐エンジニアリング

②　非連結子会社の状況  

非連結会社の数 １社

非連結会社の名称 株式会社テクノ・クレスト

連結の範囲から除いた理由 非連結会社株式会社テクノ・クレストは小規模であり、

合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）は、連結計算書類に

重要な影響を及ぼしていないためであります。

(2) 持分法の適用に関する事項 　

持分法適用会社数 １社

　 株式会社テクノ・クレスト

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算期と一致しております。

(4) 会計処理基準に関する事項

①　資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券  

時価のあるもの ………… 決算日の市場価格等に基づく時価法（なお、評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定しております。）

時価のないもの ………… 移動平均法による原価法

棚卸資産の評価基準及び評価方法

販売用不動産 …………… 個別法による原価法（収益性の低下による簿価切り下げ

の方法）によっております。

未成工事支出金 ………… 個別法による原価法

不動産事業支出金 ……… 個別法による原価法



2010/05/27 23:14:00 ／ 09632517_常磐開発株式会社_招集通知

連結注記表

－ 19 －

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産 ……………

（リース資産を除く）

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）については定額法）を採用しており

ます。

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物・構築物　　　　　　　　　 2～50年

機械・運搬具・工具器具・備品   2～20年

無形固定資産 …………… 定額法

（リース資産を除く） なお、自社利用のソフトウェアについては社内における

利用可能期間(5年)に基づく定額法によっております。

リース資産 ……………… 所有権移転外ファイナンスリース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額

法によっております。

長期前払費用 …………… 定額法

②　引当金の計上基準  

貸倒引当金 …………………… 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を勘案し回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金 …………………… 従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給

見込額を計上しております。

完成工事補償引当金 ………… 完成工事高に関する瑕疵担保に備えるため、過去の補修

実績に将来の補修見込を加味して計上しております。

工事損失引当金 ……………… 期末繰越工事のうち将来の損失発生が見込まれ、その損

失が合理的に見積もることができる場合に、その損失見

込額を計上しております。

退職給付引当金 ……………… 従業員の退職金の支出に備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び年金資産に基づいて計上して

おります。なお、会計基準変更時差異については、10年

による均等額を費用処理しております。また、数理計算

上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定率

法により、翌連結会計年度から費用処理することとして

おります。過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法に

より費用処理しております。

　(追加情報)

役員退職慰労引当金

　役員退職慰労引当金については、従来役員の退職慰労金の支出に備えるため内規に基づ

く期末要支給額の100％を計上しておりましたが、平成21年6月26日開催の定時株主総会の

決議により役員退職慰労金制度を廃止いたしました。そのため同制度の廃止に伴い役員退

職慰労引当金残高のうち対象となる金額157,654千円を「長期未払金」に計上しております。
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③　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。

④　その他連結計算書類作成のための重要な事項

リース取引の処理方法 ………

　

リース取引会計基準の改正適用初年度開始前のリース物

件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によっております。

収益及び費用の計上基準 ……

　

(ⅰ)完成工事高の計上

当連結会計年度末までの進捗部分について、成果の確実

性が認められる工事については工事進行基準(工事の進捗

率の見積りは原価比例法)を、その他の工事については工

事完成基準を適用しています。

　 (ⅱ)ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準

リース取引開始日に売上高と売上原価を計上する方法に

よっております。

のれん及び負ののれんの償却に関する事項

……… のれん及び負ののれんの償却については、5年間の均等償

却を行っております。

消費税等の会計処理 ………… 税抜き方式によっております。

　

２．会計方針の変更

(1) 完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更　

　請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事金額２億円以上かつ工期１年以上

の工事については工事進行基準を、その他の工事については工事完成基準を適用しておりま

したが、当連結会計年度より「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19

年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号

　平成19年12月27日）を適用し、当連結会計年度に着手した工事契約から、当連結会計年度

末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の

進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しておりま

す。これにより、売上高は928,832千円増加し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純

利益は、それぞれ62,074千円増加しております。
　
 (2) 退職給付に係る会計基準の変更

  当連結会計年度より、「「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その３）」（企業会計

基準第19号平成20年7月31日）を適用しております。数理計算上の差異を翌連結会計年度から

償却するため、これによる営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響は

ありません。また、本会計基準の適用に伴い発生する退職給付債務の差額の未処理残高は

12,025千円であります。　　
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３．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

　担保に供している資産

建物 124,428千円

土地 504,777千円

投資有価証券 849,124千円

計 1,478,329千円

　担保に係る債務

短期借入金 3,357,320千円

１年以内返済予定の長期借入金 456,384千円

長期借入金 204,896千円

 計 4,018,600千円

なお、上記の他、当社が出資しているＰＦＩ事業の運営会社の、銀行団からの協調融資額

（9,985,701千円）に、担保提供している資産が次のとおりあります。

　担保に供している資産

投資有価証券 2,500千円

(2）土地の再評価

　当社は土地の再評価に関する法律（平成10年3月31日公布法律第34号）に基づき、事業

用の土地の再評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31日公布政令第119号）第2条第4号に定

める｢地価税法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定す

るために国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額」に合理的な調整を行って

算定しております。

再評価を行った年月日 ……………………… 平成14年3月31日

再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

　 …………………………… 235,963千円

（3）のれん及び負ののれん

　のれん及び負ののれんは相殺して、固定資産にのれんとして計上しております。

のれん ………………………………… 27,503千円

負ののれん　 …………………………………  4,998千円
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４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 7,850,000株

(2) 配当に関する事項

①　配当金支払額

決議 平成21年6月26日 定時株主総会

株式の種類 普通株式

配当金の総額 39,244千円

１株当たり配当額 5円

基準日 平成21年3月31日

効力発生日 平成21年6月29日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期となるもの

平成22年6月29日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次の

とおり提案しております。なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定して

おります。

配当金の総額 　　 23,546千円

１株当たり配当額 　　　　　  3円

基準日 平成22年3月31日

効力発生日 平成22年6月30日

(3) 自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 前連結会計年度末の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 1,110株 －株 －株 1,110株

　

５．金融商品に関する注記　

   (1) 金融商品の状況に関する事項

　①　金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等を中心に行っており、資金調達は

銀行借入によっております。デリバティブ取引は行っておりません。

　②　金融商品の内容及びそのリスク並びに管理体制

　営業債権である受取手形・完成工事未収入金等は、顧客の信用リスクに晒されておりま

す。当該リスクに関しては、取引先ごとの期日管理、残高管理を行うとともに、特定債権

は、定例部門長会議において報告、管理されております。投資有価証券は主として株式で

あり、市場価格等の価格変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する企

業の株式であり、定期的に把握された時価及び発行体の財務状況等を経営会議に報告して

おります。借入金は、主に営業取引に係る資金調達であり、変動金利の借入金は金利の変

動リスクに晒されております。このうち長期のものについては、固定金利にして金利の変

動リスクを回避するようにしております。また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒

されておりますが、月次に資金計画表を作成し、管理しております。
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　③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。
　
(2)　金融商品の時価等に関する事項

　平成22年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含ま

れておりません（(注)２．参照）。

　 連結貸借対照表

計上額（千円）
時価（千円） 差額（千円）　

　①現金及び預金 962,868 962,868     －

　②受取手形・完成工事未収入金等 4,345,454 4,345,454     －

　③投資有価証券

　　　　その他有価証券

    

1,174,693

    

1,174,693

    

－

　資産計 6,483,015 6,483,015 －

　①支払手形・工事未払金等 3,170,661 3,170,661     －

　②短期借入金 3,644,320 3,644,320     －

　②長期借入金(*1) 760,113 715,914     △44,198

　負債計 7,575,094 7,530,895 △44,198

(*1)長期借入金には、１年以内返済予定額が503,280千円含まれております。
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（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

　　資　産

　　①現金預金、並びに②受取手形・完成工事未収入金等

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。

    ③投資有価証券

　投資有価証券の時価は期末日における取引所の価格によっております。なお、投資有

価証券はその他有価証券として保有しており、これに関する連結貸借対照表計上額と取

得原価との差額は以下のとおりです。

　 種　類
取得原価　
（千円）　

連結貸借対
照表計上額
（千円）　

差額
（千円）

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの

株　式 127,623 164,025 36,402

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの

株　式 1,116,449 1,010,667 △105,781

合　計 　 1,244,072 1,174,693 △69,379

　

　　負　債

　　①支払手形・工事未払金等、並びに②短期借入金

　これらについては、短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等し

いことから当該帳簿価額によっております。

　　③長期借入金

　長期借入金の時価については、期末における元利金の合計額を同様の新規の借入を行

った場合に想定される利率で割引いた現在価値によっております。

　

　　　２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区　分 　連結貸借対照表計上額（千円）

非 上 場 株 式 23,328

　これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることができ

ず時価を把握することが困難とみとめられるため「③投資有価証券」には含めておりません。
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　 　３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

　
１年以内
（千円）　

　
１年超
５年以内
（千円）　

　
５年超
10年以内
（千円）　

10年超
（千円）　

現金及び預金 962,868 － － －

受取手形・完成工事未収入金等 4,337,054 8,400 － －

合  計 5,299,922 8,400 － －

　

　    ４．借入金及びその他有利子負債の連結決算日後の返済予定額

　
１年以内
（千円）　

１年超
２年以内
（千円）　

２年超
３年以内
（千円）　

３年超
４年以内　
（千円）　

４年超
５年以内　
（千円）　

短期借入金 3,644,320 － － － －

長期借入金 503,280 176,405 40,440 20,004 19,984

合　計 4,147,600 176,405 40,440 20,004 19,984

　

（追加情報）　

 当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３

月10日）及び「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号

　平成20年３月10日）を適用しております。
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６．賃貸等不動産に関する注記

当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）　

　当社及び一部の連結子会社では、福島県その他の地域において、賃貸用の建物（土地を含

む。）を有しております。平成22年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は

1,670千円（賃貸収益は売上高、営業外収益に、主な賃貸費用は売上原価及び一般管理費に

計上）、減損損失は1,532千円（特別損失）であります。また、当該賃貸等不動産の連結貸

借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、次のとおりであります。

　

　連結貸借対照表計上額
当連結会計
年度末の時価
（千円）　

前連結会計
年度末残高
（千円）　

当連結会計
年度増減額
（千円）　

当連結会計
年度末残高
（千円）　

702,320 △2,333 699,987 530,556

(注)１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

  　２．当連結会計年度増減額の減少額は減損損失1,532千円、減価償却費800千円でありま

す。

  　３．当連結会計年度の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定

した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む）であります。　

（追加情報）

　当連結会計年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準

第20号　平成20年11月28日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第23号　平成20年11月28日）を適用しております。

　

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 256円44銭

(2) １株当たり当期純利益  2円82銭
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貸　借　対　照　表
（平成22年３月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　産　の　部）

流 動 資 産

現 金 預 金

受 取 手 形

完 成 工 事 未 収 入 金

売 掛 金

販 売 用 不 動 産

未 成 工 事 支 出 金

短 期 貸 付 金

前 払 費 用

未 収 入 金

仮 払 金

リ ー ス 債 権

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 ・ 備 品

土 地

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

の れ ん

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

長 期 貸 付 金

破産債権・更生債権等

長 期 前 払 費 用

リ ー ス 債 権

そ の 他

貸 倒 引 当 金

    

4,494,163

489,682

139,992

2,347,605

324,070

895,441

78,213

1,989

13,674

41,260

88,603

4,769

52,710

21,782

△5,633

3,282,977

1,494,713

372,204

33,360

14,400

6,704

26,930

1,041,113

41,005

4,110

23,333

13,562

1,747,258

1,135,709

352,553

19,150

1,935

10,100

347

173,343

84,599

△30,479

（負　債　の　部）  

流 動 負 債 5,856,124

支 払 手 形 611,188

工 事 未 払 金 1,481,299

短 期 借 入 金 3,038,000

一年以内返済予定の長期借入金 419,580

未 払 金 54,507

未 払 法 人 税 等 8,197

未 払 費 用 18,033

未 成 工 事 受 入 金 67,447

預 り 金 25,048

賞 与 引 当 金 109,905

完成工事補償引当金 4,880

仮 受 金 17,434

そ の 他 603

固 定 負 債 466,172

長 期 未 払 金 104,036

長 期 借 入 金 98,700

土地再評価に係る繰延税金負債 152,997

退 職 給 付 引 当 金 67,780

そ の 他 42,658

負 債 合 計 6,322,297

（純 資 産 の 部）  

株 主 資 本 1,751,448

資 本 金 583,300

資 本 剰 余 金 713,355

資 本 準 備 金 713,355

利 益 剰 余 金 454,962

利 益 準 備 金 145,825

そ の 他 利 益 剰 余 金 309,137

別 途 積 立 金 300,000

繰 越 利 益 剰 余 金 9,137

自 己 株 式 △168

評価・換算差額等 △296,605

その他有価証券評価差額金 △57,200

土地再評価差額金 △239,404

純 資 産 合 計 1,454,843

資 産 合 計 7,777,140 負債及び純資産合計 7,777,140

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

(平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで)

 （単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高   

完 成 工 事 高 6,134,449  

環 境 事 業 売 上 高 1,300,573  

そ の 他 の 売 上 高 301,194 7,736,217

売 上 原 価   

完 成 工 事 原 価 5,668,791  

環 境 事 業 売 上 原 価 1,051,447  

そ の 他 の 売 上 原 価 307,122 7,027,361

売 上 総 利 益   

完 成 工 事 総 利 益 465,657  

環 境 事 業 売 上 総 利 益 249,126  

そ の 他 の 売 上 総 利 益 △5,927 708,856

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  638,497

営 業 利 益  70,358

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 800  

受 取 配 当 金 31,317  

受 取 賃 貸 料 6,147  

そ の 他 2,974 41,239

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 63,812  

そ の 他 6,128 69,941

経 常 利 益  41,657

特 別 利 益   

投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,278  

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 94  

受 取 補 償 金 2,228  

そ の 他 0 3,601

特 別 損 失   

固 定 資 産 処 分 損 397  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 6,600  

減 損 損 失 2,933 　

そ の 他 160 10,090

税 引 前 当 期 純 利 益  35,168

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  5,877

法 人 税 等 調 整 額  14,527

当 期 純 利 益  14,763

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで）

（単位：千円）

 

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計

資本準備金
資本剰余金
合 計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計別 途

積 立 金
繰越利益
剰 余 金

前 期 末 残 高 583,300 713,355 713,355 145,825 600,000 △266,628 479,196 △168 1,775,682

当 期 変 動 額          

別途積立金
の 積 立

             △300,000 300,000 －     －

剰 余 金 の
配 当

     △39,244 △39,244     △39,244

当期純利益      14,763 14,763     14,763

土地再評価差額金
取 崩 額

     246 246     246

株主資本以外の
項目の当期中の変
動 額 ( 純 額 )

               

当期変動額合計 － － － － △300,000 275,765 △24,234 － △24,234

当 期 末 残 高 583,300 713,355 713,355 145,825 300,000 9,137 454,962 △168 1,751,448

 

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計
その他有価証券評価差額金

土 地 再 評 価
差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

前 期 末 残 高 23,771 △239,157 △215,386 1,560,296

当 期 変 動 額     

別途積立金の
積 立

      －

剰 余 金 の
配 当

      △39,244

当期純利益       14,763

土地再評価差額金
取 崩 額

 △246 △246 －

株主資本以外の
項目の当期中の変
動 額 ( 純 額 )

△80,972 － △80,972 △80,972

当期変動額合計 △80,972 △246 △81,219 △105,453

当 期 末 残 高 △57,200 △239,404 △296,605 1,454,843

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法

　　子会社及び関連会社の株式 … 移動平均法による原価法

　　その他有価証券

       　市場価格のあるもの ……… 期末日の市場価格等に基づく時価法

　 なお、評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定しております。

       　市場価格のないもの ……… 移動平均法による原価法

②　棚卸資産の評価基準及び評価方法

販売用不動産 ………………… 個別法による原価法（収益性の低下による簿価切り下げ

の方法）によっております。

未成工事支出金 ……………… 個別法による原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産 …………………

（リース資産を除く）

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）については定額法）を採用しており

ます。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　2～47年

構築物　　　　　　　　3～50年

機械装置　　　　　　　3～17年

車両運搬具　　　　　　2～ 7年

工具器具・備品　　　　2～20年

②　無形固定資産 ………………… 定額法

（リース資産を除く） なお、自社利用のソフトウェアについては、社内におけ

る利用可能期間（5年）に基づく定額法によっております。

また、のれんについては5年で均等償却しております。

③　リース資産 　………………… 所有権移転外ファイナンスリース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額

法によっております。　

④　長期前払費用 ………………… 定額法
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(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金 …………………… 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

②　賞与引当金 …………………… 従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給

見込額を計上しております。

③　完成工事補償引当金 ………… 完成工事に関する瑕疵担保に備えるため、過去の補償実

績に将来の補修見込を加味して計上しております。

④　工事損失引当金 ……………… 期末繰越工事のうち将来の損失発生が見込まれ、その損

失が合理的に見積もることができる場合に、その損失見

込額を計上しております。

⑤　退職給付引当金 ……………… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。なお、会計基準変更時差異（693,607千円）につ

いては、10年による均等額を費用処理しております。数

理計算上の差異は、その発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定率法によ

り、翌期から費用処理することとしております。過去勤

務債務は、その発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）による定額法により、費用

処理することとしております。

(追加情報)

役員退職慰労引当金

　役員退職慰労引当金については、従来、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基

づく期末要支給額の100％を計上しておりましたが、平成21年6月26日開催の定時株主総会の

決議により役員退職慰労金制度を廃止いたしました。そのため、同制度の廃止に伴い、役員

退職慰労引当金残高のうち対象となる金額104,036千円を「長期未払金」に計上しております。
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(4) 収益及び費用の計上基準 ……

　

①完成工事高の計上

当事業年度末までの進捗部分について、成果の確実性が

認められる工事については工事進行基準(工事の進捗率の

見積りは原価比例法)を、その他の工事については工事完

成基準を適用しています。

　 ②ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準

リース取引開始日に売上高と売上原価を計上する方法に

よっております。

(5) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

①　リース取引の処理方法 ……… リース取引会計基準の改正適用初年度開始前のリース物

件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によっております。

②　消費税の会計処理 …………… 税抜き方式によっております。

　

２．会計方針の変更

　(1) 完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更　

　請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事金額２億円以上かつ工期１年以上

の工事については工事進行基準を、その他の工事については工事完成基準を適用しておりま

したが、当事業年度より「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12

月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平

成19年12月27日）を適用し、当事業年度に着手した工事契約から、当事業年度末までの進捗

部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積

もりは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。これに

より、売上高は723,136千円増加し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益は、それぞ

れ40,428千円増加しております。
　
  (2) 退職給付に係る会計基準の変更

  当事業年度より、「「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その３）」（企業会計基準

第19号平成20年7月31日）を適用しております。数理計算上の差異を翌事業年度から償却する

ため、これによる営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響はありません。ま

た、本会計基準の適用に伴い発生する退職給付債務の差額の未処理残高は12,025千円であり

ます。　

　

３．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①  担保に供している資産

投資有価証券 846,534千円

②  担保に係る債務

短期借入金 3,038,000千円

1年以内返済予定の長期借入金 419,580千円

長期借入金 98,700千円

計 3,556,280千円
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　なお、上記の他、当社が出資しているＰＦＩ事業の運営会社の、銀行団からの協調融資

額（9,985,701千円）に、担保提供している資産が次のとおりあります。

　担保に供している資産

投資有価証券 2,500千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 636,779千円

(3) 保証債務

下記の会社の銀行借入金に対して保証を行っております。

㈱茨城サービスエンジニアリング 50,000千円

㈱常磐エンジニアリング 144,682千円

 　　　計 194,682千円

(4) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 31,882千円

短期金銭債務 55,056千円

(5) 土地の再評価

　当社は土地の再評価に関する法律（平成10年3月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の

土地の再評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31日公布政令第119号）第2条第4号に定め

る｢地価税法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するた

めに国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額｣に合理的な調整を行って算定して

おります。

再評価を行った年月日 ………………………… 平成14年3月31日

再評価を行った土地の当事業年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

　 ……………………………… 235,963千円

　

４．損益計算書に関する注記

 関係会社との取引高

 ①　営業取引による取引高

売上高 77,694千円

仕入高 174,359千円

②　営業取引以外の取引高 1,660千円

　

５．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 前事業年度末の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 1,110株 －株 －株 1,110株
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６．税効果会計に関する注記

 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

  　繰延税金資産     

賞与引当金 44,401千円

土地 14,511千円

建物 16,685千円

 　　退職給付引当金 27,383千円

　　 長期未払金 42,030千円

　　繰越欠損金 201,177千円

 　　その他 60,060千円

 　　繰延税金資産小計 406,251千円

 　　評価性引当額 △353,540千円

繰延税金資産合計 52,710千円

  　繰延税金負債     

 土地再評価に係る繰延税金負債 △152,997千円

 繰延税金負債合計 △152,997千円

 繰延税金資産純額 △100,287千円

　

７．リースにより使用する固定資産に関する注記

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得原価相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

 取 得 原 価 相 当 額 減価償却累計額相当額 期 末 残 高 相 当 額

工 具 器 具 ・ 備 品 95,776千円 46,895千円 48,880千円

合 計 95,776千円 46,895千円 48,880千円

②　未経過リース料期末残高相当額

１年内 12,948千円

１年超 37,799千円

合計 50,747千円

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 14,901千円

減価償却費相当額 13,803千円

支払利息相当額 1,307千円

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

⑤　利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額総額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によっております。
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８．関連当事者との取引に関する注記

関連当事者との取引高は、次のとおりであります。

属性
会社等の

名称
住所

資本金又は

出資金

（千円）

事業の内

容又は職

業

議決権等の

所有（被所

有）割合

（％）

関係内容

取引の内容
取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）
役員の

兼任等

（人）

事業上

の関係

法人主

要株主

常磐興産

㈱

福島県　

いわき市
11,183,112

観光事業

不動産開

発事業他

8.00

(12.74)
2

観光施

設等建

設工事

請負他

建設工事の

請負他(注2)
389,474

受取手形 70,876

完成工事

未収入金
34,365

売掛金 795

建設工事の

材料仕入(注

2)

219,282

支払手形 98,000

工事未払金 52,991

未払金 592

子会社

㈱常磐エ

ンジニア

リング

福島県　

いわき市
20,000

機械器具

設置・運

搬設備工

事関連事

業

99.75 3

建設工

事の受

発注等

の取引

銀行借入金

に対する連

帯保証(注1)

144,682 　　－ －

建設工事の

請負他(注2)
23,015

完成工事 　

未収入金
22,601

役務提供等

の対価受取

(注2)

1,365 未収入金 63

建設工事の

発注　(注2)
44,933

支払手形 4,586

工事未払金 1,107

子会社

㈱茨城サ

ービスエ

ンジニア

リング

茨城県　

北茨城市
20,000

土木・建

築・電気

通信工事

関連事業

100 2

建設工

事の受

発注等

の取引

銀行借入金

に対する連

帯保証(注1)

50,000 － －

建設工事の

請負他(注2)

　

31,598

　

受取手形 1,071

売掛金 470

役務提供等

の対価受取

(注2)

5,463 未収入金 395

建設工事の

発注(注2)
1,451 工事未払金 231

取引条件及び取引条件の決定方針

（注1）銀行借入金に対する連帯保証であり、当該子会社よりの受取保証料はありません。

 (注2）取引金額については、一般取引条件を勘案して同様に決定しております。

　

９．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 185円36銭

(2) １株当たり当期純利益 1円88銭
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連結計算書類に係る会計監査報告

 独立監査人の監査報告書  

 平成22年５月12日 

 常 磐 開 発 株 式 会 社  

 取　締　役　会　御中  

 新日本有限責任監査法人  

 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 大 石 　 暁 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 内 田 英 仁 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 蛭 田 清 人 ㊞

 

 　

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、常磐開発株式会社の

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及

び連結注記表について監査を行った。この連結計算書類の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結計算書類に対する意見を表

明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、

試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並び

に経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の

表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表

明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、常磐開発株式会社及び連結子会社か

ら成る企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

 独立監査人の監査報告書  

 平成22年５月12日 

 常 磐 開 発 株 式 会 社  

 取　締　役　会　御中  

 新日本有限責任監査法人  

 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 大 石 　 暁 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 内 田 英 仁 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 蛭 田 清 人 ㊞

 

 　

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、常磐開発株式

会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第66期事業年度の計算

書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別

注記表並びにその附属明細書について監査を行った。この計算書類及びその

附属明細書の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属

明細書に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求め

ている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及び

その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の計算書類及びその附属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監査

法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一

般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びそ

の附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。
以　上
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監査役会の監査報告

 監　査　報　告　書  

 平成22年５月19日 

 常 磐 開 発 株 式 会 社  

 代表取締役社長 佐 川 藤 介 殿  

 常磐開発株式会社　監査役会  

 

監査役(常勤) 鈴 木 英 雄 
監 査 役 鈴 木 和 好 
監 査 役 遠 藤 和 吉 
監 査 役 豊 田 和 夫 

 

 　

　当監査役会は、平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第66期事

業年度の取締役の職務の執行に関して各監査役から監査の方法及び結果の

報告を受け、審議のうえ、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いた

します。

　

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実

施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人から

その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、取締

役その他の使用人等に対し情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとと

もに、取締役会その他重要な会議に出席し、その職務の執行状況について

報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社

及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施

行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決

議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）

の状況を監視及び検証いたしました。子会社については、子会社の取締役

及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から

事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業

報告及びその附属明細書について検討いたしました。

  さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施し

ているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査

人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社
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 計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平

成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、

必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係

る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注

記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損

益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いた

しました。

　

 

 ２．監査の結果

　(1) 事業報告等の監査結果

　　一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状

        況を正しく示しているものと認めます。

　　二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に

        違反する重大な事実は認められません。

　　三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認

        めます。また、当該内部統制システムに関する取締役の職務の執

        行についても、指摘すべき事項は認められません。

　(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

      会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。

　(3) 連結計算書類の監査結果

      会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。

　

(注) 監査役鈴木和好、豊田和夫は社外監査役であります。

以　上

 

以　上
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議決権の代理行使の勧誘に関する参考書類

　

１．議決権の代理行使の勧誘者

常 磐 開 発 株 式 会 社
代表取締役社長 佐 川 藤 介

　

２．議案及び参考事項
第１号議案　利益準備金の額の減少の件

　１．利益準備金の額の減少の目的　

　当社は、安定配当を維持するとともに、将来の環境変化等に対する財

務上の柔軟性及び機動性を確保することを目的として、会社法第448条第

１項の規定に基づき、利益準備金の額を減少し、繰越利益剰余金に振り

替えたいと存じます。

　２．利益準備金の額の減少の内容

　　(1) 減少する項目とその額

　  利益準備金　　　145,825,000円

　　なお、減少後の利益準備金は0円となります。　

　　(2) 増加する項目とその額

　　繰越利益剰余金　145,825,000円

　  なお、増加後の繰越利益剰余金は154,962,083円となります。

(3) 利益準備金の額の減少が効力を生ずる日　

　　平成22年６月30日
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第２号議案　剰余金の配当の件

　第66期の期末配当につきましては、当社は、株主の皆様への安定した配当

の維持を基本方針としておりますので、以下のとおりといたしたいと存じま

す。

　なお、本議案につきましては、第１号議案が承認可決され、利益準備金の

額の減少が効力を生ずることを条件とさせていただきたいと存じます。　

　(1) 配当財産の種類

金銭といたします。

　(2) 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金３円といたしたいと存じます。

なお、この場合の配当総額は23,546,670円となります。

　(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

平成22年６月30日といたしたいと存じます。
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第３号議案　定款一部変更の件

１．提案の理由

  当社の子会社である㈱リアルタイムにおける新たな事業の開始に伴い、

現行定款第２条につきまして事業目的を追加するものであります。

２．変更の内容

変更の内容は次のとおりであります。
 （下線部分は変更箇所を示しております。）

現 行 定 款 変 更 案

（目　的） （目　的）

第２条　当会社は、次の事業を営むことを目

　　　　的とする。

１．土木、建築工事の設計、監理、施

  　工、請負並びにコンサルタント業

２．緑化、水、土壌等の自然環境整備、

    浄化事業

３．環境関連の測定、分析、調査、検査

    並びにコンサルタント業

４．建築物及び付帯設備の維持管理、保

    全並びに関連機器販売業務

５．不動産の売買、賃貸借、管理、仲介

    等の取引に関する業務

６．一般廃棄物及び産業廃棄物の収集、

    運搬、処理並びにリサイクル業

７．警備保障事業

８．労働者派遣事業

９．介護保険法に基づく居宅介護支援事

    業並びに介護用品の販売、レンタル

　　業

   　　　　（新　設）

　

10. 前各号に付帯関連する一切の事業

第２条　当会社は、次の事業を営むことを目

　　　　的とする。

１．土木、建築工事の設計、監理、施

  　工、請負並びにコンサルタント業

２．緑化、水、土壌等の自然環境整備、

    浄化事業

３．環境関連の測定、分析、調査、検査

    並びにコンサルタント業

４．建築物及び付帯設備の維持管理、保

    全並びに関連機器販売業務

５．不動産の売買、賃貸借、管理、仲介

    等の取引に関する業務

６．一般廃棄物及び産業廃棄物の収集、

    運搬、処理並びにリサイクル業

７．警備保障事業

８．労働者派遣事業

９．介護保険法に基づく居宅介護支援事

    業並びに介護用品の販売、レンタル

　　業　　　　

10. 人材育成のための教育事業及び資格

　　取得支援事業　

11. 前各号に付帯関連する一切の事業
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第４号議案　取締役７名選任の件

取締役全員（８名）は、本総会終結の時をもって任期満了となり、住吉勝

馬と神好雄治は退任いたします。つきましては、取締役６名の再任と新たに

取締役１名、併せて取締役７名の選任をお願いするものであります。

取締役候補者は次のとおりであります。

氏 名
(生  年  月  日 )

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 数

佐 川 藤 介

(昭和22年10月26日生)

昭和45年４月

　当社入社

平成４年４月

  当社建設本部建築部長

平成８年６月

  当社取締役営業本部副本部長

平成９年６月

  当社取締役営業本部長

平成12年４月

　当社取締役営業本部長(兼)営業企画部長

平成14年６月

　当社取締役建設本部長(兼)安全室長

平成15年４月

　当社常務取締役建設本部長(兼)安全室長

平成16年４月

　当社常務取締役建設本部長

平成18年４月

　当社専務取締役

平成19年６月

　当社代表取締役社長（現任）

23,000株
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氏 名
(生  年  月  日 )

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 数

市 川 久 次

(昭和26年12月29日生)

昭和48年11月

  ㈱福島環境整備センター（現常磐開発㈱）入社

平成２年４月

  同社環境対策部長

平成10年６月

  当社取締役環境対策部長

平成12年４月

  当社取締役環境本部長(兼)水処理施設部長

平成13年４月

  当社取締役環境本部長(兼)営業部長

平成15年４月

  当社取締役環境本部長

平成18年４月

  当社常務取締役環境本部長

平成22年４月

  当社常務取締役（現任）

6,000株

榊 原 清 隆

(昭和26年10月28日生)

昭和49年４月

当社入社

平成３年９月

当社建設本部事務管理室長

平成８年４月

当社総務部次長

平成９年６月

当社管理本部総務部長

平成15年６月

当社取締役総務部長

平成19年４月

当社取締役管理本部長

平成20年６月

当社常務取締役管理本部長

平成21年４月

当社常務取締役管理本部長(兼)㈱ジェイ・ケイ・

ハウス管掌

平成22年４月

当社常務取締役管理本部長（現任）

　　　　（重要な兼職の状況）

㈱ジェイ・ケイ・ハウス代表取締役社長

15,000株
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氏 名
(生  年  月  日 )

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 数

大 原 弘 彰

(昭和30年10月5日生)

昭和54年４月

　当社入社

平成11年４月

　当社建設本部土木部次長

平成16年４月

　当社建設本部土木部長

平成20年４月

　当社土木緑地本部長

平成20年６月

　当社取締役土木緑地本部長（現任）

8,000株

薄 井 岩 夫

(昭和30年2月4日生)

昭和48年４月

　当社入社

平成11年４月

　当社建設本部建築部工事長

平成14年４月

　当社建設本部建築部長

平成20年４月

　当社建築本部長

平成20年６月

　当社取締役建築本部長（現任）

7,000株

高 木 純 一

(昭和32年1月25日生)

昭和56年４月

　当社入社

平成９年６月

　当社営業本部営業部相双営業所長

平成17年４月

　当社営業本部営業企画部長

平成20年４月

　当社営業本部長

平成20年６月　

　当社取締役営業本部長（現任）

11,000株
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氏 名
(生  年  月  日 )

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 数

大 方 俊 吾

(昭和33年１月４日生)

昭和55年４月

  ㈱福島環境整備センター（現常磐開発㈱）入社

平成10年４月

  当社環境対策部次長

平成13年４月

  当社環境本部施設部長

平成16年４月

  当社環境本部対策部長

平成21年４月

  当社環境本部副本部長

平成22年４月

  当社環境本部長（現任）

7,000株　

（注）取締役候補者榊原清隆は、㈱ジェイ・ケイ・ハウスの代表取締役社長を兼任しており、当

社と同社との間には建設工事の受発注等の取引関係があります。

（その他の取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。）
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第５号議案　補欠監査役１名選任の件

　監査役が法令に定める員数を欠くことになる場合に備え、予め補欠監査役

１名の選任をお願いするものであります。

　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
（生 年  月  日）

略 歴
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 数

湊 　 一 将

(昭和54年４月５日生)

平成16年10月

司法試験合格

平成18年10月

弁護士登録

市井法律事務所入所

平成20年２月

湊法律事務所開設（現在に至る）

0株

（注）１．候補者と当社は、顧問弁護士契約を締結しております。

２．湊 一将氏は、社外監査役の補欠として選任するものであります。

３．補欠の社外監査役候補者とした理由

湊 一将氏は、弁護士の資格を有しており、弁護士として培われた法律知識を、監査役

に就任した場合に当社の監査体制に活かしていただくため、補欠の社外監査役として

選任をお願いするものであります。また、同氏は直接会社の経営に関与したことはあ

りませんが、上記の理由から、当社の社外監査役としての職務を適切に遂行していた

だけるものと判断します。

　

以　上
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会場ご案内図
　

会　場：福島県いわき市内郷綴町榎下70番地

クレールコート

 0246（26）3161　

ＪＲ常磐線

常磐自動車道

49号
バイパス

クレール
コート

国道６号

平・内郷バイパス

高架橋

いわき中央Ｉ.Ｃ.

鹿
島
街
道

労
災
病
院

共
立
病
院

福島
銀行

内郷
支所

東邦
銀行

Ｐ

Ｐセブンイレブン

内郷駅

湯
本
駅

磐越道

いわき駅

◎交通機関等のご案内

Ｊ Ｒ 常 磐 線……内郷駅（各駅停車）下車　徒歩２分

いわき駅より車で15分　　　　　　　　

常磐自動車道……いわき中央ICより車にて所要時間約10分




